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は じめに

現在､日本における外国人労働者の総数は不況下のためわずかな減少傾向は

見られるものの大きな変化はない｡しかし､沖縄では外国人労働者の開通は本

土とは異なった状況を示 している｡日本全体としては1995年11月 1日現在の法

務省入国管理局の不法残留者の数は､韓国人､タイ人､フィリピン人､中国人

の順位となっているが､沖縄においては外国人労働者の問題のほとんどがフィ

リピン人の問題となっている｡1995年から1996年にかけて中国人やベ トナム人

の密航者が沖縄 (とりわけ八重山諸島)を経由して日本への入国を試みる事件

が発生 しているが､彼らは沖縄へとどまることなく本土へ直行してしまってい

る｡沖縄における労働市場の狭さ､賃金の安さがその主たる理由であるが､外

国人労働者としてフィリピン人が多いことは沖縄の歴史的特殊性によるのであ

る｡

沖縄は､第2次世界大戦後､1972年までアメリカ合衆国によって統治された｡

その際､米軍基地の整備のために数多くの外国人が雇用されたが､その中でも

特にフィリピン人が多 く雇用された｡それはフィリピン人が英語が上手であっ

たこと､米軍の軍令､旅行命令書があれば容易に入国できたことなどがその要

因であった｡当時のフィリピン人労働者は､その英語力により､他の基地内労

働者に比べて収入が高く経済的に裕福であったことから､多 くの沖縄女性が彼

らと結婚した｡その一方でフィリピンから妻子や親族を呼び寄せて滞在するケー

スも増えた｡彼らの中には､メイド､食堂の店員などの低所得の職種に就 く者

が多く､基地外での歓楽街で働 く場合もあった｡その後のベ トナム戦争の終結､
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沖縄の日本復帰後､フィリピン人の多 くが解雇され､フィリピン人の総数は減

少傾向を示 したが､コザや金武などの基地周辺の歓楽街で働 く人々が現れ始め

た｡そして1980年代半ばからは本土のフィリピン人エンターテイナーの増加と

ともに沖縄で働 くフィリピン人エンターテイナーの女性たちも増加 していった

のである｡

本稿は､そのような歴史的背景を持つ沖縄におけるフィリピン人を国際社会

学の視点からとらえるものである｡沖縄のフィリピン人は､来日の経緯の違い

から復帰以前に沖縄に来て､その後も定住 している人々 (オール ドカマ一､そ

のほとんどが基地関連の職業)と外国人労働者 (ニューカマー､その多 くがエ

ンターテイナー)として入ってきた人々との 2グループに分けられるが､本稿

はその2つのグループの関係を特に重視 して､沖縄におけるフィリピン人の実

態を明らかにしたい｡1)

沖縄における外国人登録者は､福岡入国管理局那覇支局によるデータでは

1994年12月末で7,624人､アメリカ人が2,000人と最 も多 く､第 2位に中国人が

1,948人､フィリピン人は1,529人で第3位となっている｡沖縄県総務部知事公

室国際交流課 ｢外国人登録人員国籍別年齢別調査表｣によれば､1994年 3月末

でフィリピン人の永住者は47人となっている｡また､入管の推計では､2,000

人以上が沖縄に滞在 しており､資格外労働も数多いとのことである｡数として

はアメリカ人､中国人の方が多いが中国人の多 くが貿易関係とコックであり､

またアメリカ人は基地のある関係で定住者が多い｡ したがって外凶人労働者の

問題としてとらえるのはフィリピン人となるのである02)そ して彼 らフィリピ

ン人は､前述のように定住者としてのオール ドカマ-と外国人労働者としての

ニューカマーが存在 しているが､すでにフィリピン人コミュニティーが形成さ

れるなど本土との状況とは大きく異なるのである.-)

フィリピンから海外への出稼ぎ労働者について､わが国について言えば､

1980年代初頭以降から性風俗産業にエンターテイナーとして参入 した若いフィ

リピン人女性や､80年代後半からの首都圏の建設現場や港湾で肉体労働者とし

て働 くフィリピン人男性があげられ､その他に海外では香港やシンガポールで
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メイ ドとして働 くフィリピン人女性や中近東の産油国への男性出稼 ぎ労働者が

有名であ り､これらについては既に様々な分野での研究が行われて きた｡4)に

もかかわらず､沖縄のフィリピン人労働者については全 くと言ってもいいほど､

研究されていないのが現状である｡5)

そこで本稿では､まず第一章において､在沖フィリピン人を分析する際の大

前提 となる海外への移動労働者を生み出す要因について分析する｡

第二章では､在沖フィリピン人労働者のなかでオール ドカマ-と定義 される

タイプが分析の対象となる｡彼 らは､戟後 まもなく在沖米軍基地雇用者 として

流入 した主として男性の単身赴任者であった｡フィリピンと沖縄の最初の接触

点ともいえる明治期に始まる沖縄県からの移民の状況から戦後の在沖アメリカ

軍の外国人雇用政策まで分析 していきながら､このタイプの労働者の米軍基地

を媒体とした移動と定着のプロセスを中心に述べていく｡

第三章では､来沖の時期､背景､職種をオール ドカマ-と全 く異にするフィ

リピンからの沖縄への第二波の労働力移動､ニューカマーである県内の基地歓

楽街にエンターテイナーとして参入 した若年層のフィリピン女性労働者につい

て分析する｡ここでは､県内の基地売春の歴史的な展開から､なぜ彼女たちが

来沖するに至ったのか､渡航の方法､沖縄での就労､生活の実態に迫る｡

そ して第四章では､オール ドカマ-とニューカマーより構成される沖縄のフィ

リピン人社会について構造化を試みる｡その上で､日本本土 と沖縄のエスニッ

ク社会の特徴について比較 し､沖縄の特異性について論 じたい.tI)

症)

1)駒井洋は先住民族であるアイヌ人や在日韓国 ･朝鮮人､在日中B]人をオールドカマー

と､アジア諸国出身者を中心として､1970年代後半以降に日本に流入した外国人労働

者をニューカマーとして定義しているo 通常オールドカマ一にはフィリピン人は含ま

れないが､歴史的実態をふまえて本稿ではこの燥型化に従うものとする｡

駒井 洋 r移民社会日本の構iL_EIJ 国際書院､1994年､11ページ0

2)沖縄県のエスニック構成を複雑にしたものは､戦後の米軍基地の存在であった｡終戦
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直後から1972年の復帰まで､沖縄は事実上米軍によって統治され､その間特に1940年

代後半から50年代前半にかけて多くの米軍人､軍属といったアメリカ人に加えて､多

くのフィリピン人､インド人､韓国人､台湾人等の外国人労働者も流入した｡いわば

支配者としての豊かな物資と権力をもった米軍社会が戦争で多くを失ったホス ト社会

である沖縄の文化に同化 (または融合)することはほとんど見られなかった｡その結

果､このような在沖外国人はその定着の過程でそれぞれのエスニックグループを形成

した｡現在､一部の成功 したオール ドカマ-を除き､日本本土の外国人労働者のほと

んどが中小零細企業で低賃金労働に従事 し､産業の下層部分を形成 しているのに対し､

沖縄で はホス ト社会である地元の人間が米軍統治下で下層部分を占め､外国人労働者

はミドルクラス以上に属していたという点で､出発点から大きく異なっていたのであ

る｡中国人については､地理的な近さ､歴史的な交流などからかなりの数の人々が沖

縄に定住 している｡最近では外国人労働者としての問題 (強制退去など)も生じるよ

うになったOこの点については第三章以下で論 じるC

3)本稿では､このような在沖外国人労働者のなかでもエスニックグループとしての規模

の最も大きいフィリピン人社会が研究の対象になる｡戟後､米軍の駐留にともなって

多くの外国人労働者が沖縄に流入したことは既に述べたが､米軍は特に多くのフィリ

ピン人を雇用 し､1950年代後半には労働者数だけでも (その家族は含めていない)

6000人を越えたとされる｡1960年代には米軍のフィリピン人解雇政策によって､フィ

リピン人労働者は帰国せざるを得ない状況となるが､それでも何らかの方法で多くの

フィリピン人が沖縄に残った｡彼らの走者によって､フィリピン料理レストラン､タ

ガログ語のカソリック教会､フィリピン映画のビデオショノブ､在沖フィリピン人組

織などの出現がみられたことは､一つのサブカルチャーが形成されたといえるであろ

う｡現在､フィリピン人組織では三世まで確認できるが､彼らはその子弟教育におい

ても地元の学校ではなくインターナショナルスクールを選択 している｡フィリピンの

独立記念日などの祝日には様々な催 しが行われるなど､彼らのエスニックグループと

しての存在は否定できない｡

4)たとえば､マリア .ロザ1)オ ･ピケロ ･ノ＼レスカス rフィリピン女性エンターテイナー

の世界j明石書店､1994年､LI‖LeanLlm (et.a日.I/lLernaLIOnalLabour
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MLgraLLOn0/Asl,aWomerL.DLSELIICLLL,eCharacLerLSLLCSandPoILC)′Concems,

LnternatlOnalLabourolrlCe,Geneva,1996などがある0

5)沖純のフィリピン人労働者について､以下の著書で述べられているが､いずれもジャー

ナリスティックなものである｡

石山永一郎 rフィリピン出稼ぎ労働者 一夢を追い日本に生きて-』 柘植書房､

1990年､第4章｡

大野 俊 rハボンーフィリピン日系人の長い戟後』 第三書館､1991年､第7章｡

山谷哲夫 rじゃばゆきさん 女たちのアジア』 講談社､1992年､108ページ｡

6)沖縄は､独自の文化､独自の歴史をもち､自らをウチナーンチューと呼び､日本本土

と区別するアイデンティティーをもつが､日本民族であるのか日本民族とは異なるエ

ス二 ノク.グループであるのかについてはさまざまな議論があり定説はないO本稿で

はフィリピン人の分析が目的であるためエスニック･グループとしての沖縄について

は問題としない｡

第一章 労働移出国としてのフィリピン

これまで､フィリピンからは非常に多 くの労働者が世界中の実に様々な地域

に送 り出されてきた｡今世紀初頭にはハワイのプランテーションへの農業労働

者を､第 2次世界大戦後にはグアムや沖縄へアメリカ軍事施設への契約労働者

を送 り出 し､近年では中東の湾岸諸国に続いて､日本へ もエ ンターテイナーを

中心に若い女性が多 く出稼 ぎ労働者 として流出 した｡1)この ような移動労働の

形態は､出稼 ぎ労働者のようにあ くまでも生活の本拠地をフィリピンに置 き､

就労を目的として一定の期間だけ海外に滞在するといったものから移民労働者

のように永住を目的に海外に移住 したものまで様々であるが､移動労働に頼る

社会構造を生み出 したものは植民地時代､そ して独立後 も一貫 して世界システ

ムの中で従属的地位にあったことによる｡

16世紀初頭にマゼランがフィリピン諸島を発見 してからほぼ 4世紀にわたる

スペインによる植民地政策によって､自立的で自給 自足的なバランガイによっ
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て成り立っていたフィリピンの社会構成体は重商主義的でかつ資本主義が進行

してきていたヨーロッパの中心部とのつながりをもった従属的な社会構成体へ

の転換を余儀なくされた｡2)

その結果､領主や主にスペイン人官僚､宗教関係者やクリオール (フィリピ

ン生まれのスペイン人)､スペイン系混血､中国系混血によって構成されたエ

リー ト階級に属さない一般のフィリピン人はスペインの植民地政策のなかで社

会の底辺部に位置することになった｡

1898年からのアメリカの支配下のもと､フィリピンの各地に公立学校制度を

拡めるという教育政策が取られたが､この政策の狙いはアメリカ的な教育制度

を通じてフィリピン国民に自らを ｢アメリカ人｣であると認識させることであっ

た｡:t'この心理的ともいえる政策はアメT)カの植民地政策をフィリピンの人々

のなかで肯定するのに役立ったといえる｡この心理的な影響は､後にアメリカ

-渡航する多くの労働者を発生させたのである｡

独立後､フィリピンは植民地化時代にできあがった世界資本主義に対する従

属的周辺的な経済状況を打破するために様々な政策を打ち出した｡しかし､こ

れらの政策の実現のために､外国資本とりわけアメリカ資本の助けを受けるこ

とを余儀なくされた｡アメリカの資本援助はベル通商法 (1946-1953年)とラ

ウレル ･ラングレイ協定 (1956-1973年)などを通 じて実現 された｡4) これら

の外資導入により輸入代替工業化がはかられたが失敗し､1970年代には新たな

政策として輸出指向工業化による国内経済の立て直 しが提案された｡

しかし､パレスカスはこの輸出指向工業化が当時のフィリピン経済に必要と

された外貨獲得と雇用促進に幾らかは貢献 したことを認めながらも､そのこと

が真の発展をめざすもの､貧困なフィリピン人の生活を向上させたと認識され

る危険性を強調する｡5)この輸入代替工業化から輸出指向工業化への転化は I

MFや世界銀行を始めとする国際金融界によって成 り立つエコノミス ト達の

1970年代のスローガンであったと言われるように､この政策は国際金融機関か

らの巨額の投資や借款を軽 Lには実現できなかった｡6)そしてこの政策はこの

ような金融機関が示す ｢発展途上国の工業化の目指すべ き方向｣ として奨励
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された｡7)しかし､1970年代末から1980年代初頭にかけてのフィリピンの製造

業の86%が国内市場向けであり､輸出向け業種が占める比重は14%にしか過ぎ

なかったという点で言えば､この政策がフィリピンの輸出指向を高めたとは言

えないのである｡h)

これら二つの工業化政策ををすすめたマルコス政権にとっては､アメリカを

中心とする外国からの援助はその権威主義を保つために必要とされ､反対にア

メリカなどの資本主義中心国は1970年代の新国際分業計画が直面 していた間遮

の解決に向けて､つまり第三世界の低賃金労働力を確保するために､このよう

な抑圧的な権威主義国家の政策を奨励 した｡9)その間､外国人企業家たちは投

資からの利膵は 欲しいままにし､マルコス ･クローニーと呼ばれるマルコスの

取 り巻きである資本家たちはこの政策を通して資本の余剰蓄積を懸命に行った｡

その結果､多くのフィリピン人の貧困状態をさらに悪化させたのである｡

このようなフィリピンの状況が移動労働者を生み出す要因となった｡貧困が

慢性化した農村からは多くの労働力がマニラ首都圏に向かった｡その結果､移

動先の都市部における失業率と不完全就業率が引き上げられた｡失業率は1970

年代の約 5%から1985年には約7.3%へ上昇 し､1990年代初頭には15.1%を

記録した｡これはフィリピン国内に420万人の失業者が存在することを意味 し

た｡10)

こうした状況のなかでマルコス政権は海外雇用開発局というフィリピンから

労働力を輸出するための政府機関を設置することで､国内の失業間道を解決す

ると同時に海外からの送金を労働者に義務づけることで外貨を獲得 し､国内経

済の立て直しを図ろうとした｡この機関は1982年には雇用サービス局と国家船

員局という二機関と統合され､新たにフィリピン海外雇用庁として移動労働者

を専門的に対処する機能が期待された｡フィリピン海外雇用庁は､(1)海外にお

ける労働市場の開拓､(2)斡旋業務の監督､(3)労働者の福祉振興という三点を重

点を置き､労働力輸出計画を主導 していく職務をもっていた｡特に(3)に関して

は､これまで人々が海外で就職するには民間の斡旋業者を利用するか､あるい

は知人､親類等を通して口コミに頼るしかなく､民間業者に頼る場合は詐欺行
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為などの契約違反や契約の不履行によるもめごとに巻き込まれる危険性が高かっ

たという状況のなかで､このような公的穫関が民間の斡旋業者を法的に取 り締

まることができたのは､海外に就職口を求める人々の労働条件や身分の保障と

いう面で一応は機能したとみることができるo

Lかし､第一番めの目的であった失業問題の解決については実現されたとは

いえないのが現状であった｡シンガポールや香港でメイドとして働くフィリピ

ン人女性のなかには大学卒業の資格を持つ高学歴者が多かったり､医師や看護

婦､設計士やエンジニアといった高等技術や専門技術を持つ者が多く欧米諸国

に移動 した例が報告されているように､比較的高学歴の生産的労働力として本

来は最も自国にとって必要とされる人々が海外へ移動 してしまった｡しかも､

このような労働者のうちで海外渡航の時点で実際に失業状態にあったのは僅か

の者であった｡11)

要するに､完全に失業 した者に海外就職の機会を与えることで解決されるは

ずであった慢性的な失業間透は､高学歴者や高等知識を身につけた者が渡航す

ることで当初の目的を達成するどころか､｢頭脳流出｣というフィリピンにとっ

て大きな損失となってしまう皮肉な結果となった｡

もう一つの目標である外貨獲得による国内経済の立て直しについてであるが､

これも十分に達成されたとはいえない｡フィリピン海外雇用庁は海外契約労働

者全員に対 して､就職先で外貨で得た給料のなかから一定割合分をフィリピン

に定期的に送金することを義務づけていた｡12)フィリピンにとってこのような

海外からの外貨の送金は､累積する巨額の債務を考えた場合大きな意味をもつ

ものでありこの政策は一見成功 したかに見えた｡

しかし､労働者には様々な方法で送金額を減らそうとする傾向がみられた｡

このような場合にはパスポー トの発行を取 り止めたりする罰則規定が設けられ

たが効果はあまり見られなかった｡実際に正規の額を送金した者は一部ではな

いかというように推測されているのである｡

最後に､フィリピン人労働者の国外における就労において､1980年初頭以降

の傾向として見逃せないのが､若年層の女性を中心としたわが国へのエンタ-
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ティナ-の流入である｡その人数は1982年には9125人であったが､1988年には

4万1423人へ と急増 し､1991年には 1月か ら3月までの 3か月間だけで 1万

1924人を記録 した013) 日本でエ ンターテイナーとして就労するためには､興行

ビザの取得が必要であるがその際には先述 した労働省海外雇用庁の外郭団体で

あるフィリピン芸能人証明委員会が実施するテス トに合格 し､芸能人としての

証明を得なければならないol1)そのテス トに合格するために､かなりの費用や

時間がかかる場合も多いことから､興行 ビザではなく､観光客､親族訪問､日

本語学校の生徒､日本人との結婚などのかたちで来日し､エ ンターテイナーと

して働 くといういわゆる資格外就労のケースも少なくない｡このようなケース

を考えた場合､先にあげた来日したエンターテイナーの数よりも実際には､は

るかに多 くの人数が存在することが推測できる｡

彼女たちの稼働内容はホステスが88.3%､ス トリッパーが3.7%､売春婦が

28%という構成である｡15) ビザの種類､就労の形態に違いが見 られるが､ い

ずれにせよ在 日フィリピン人労働者の中でエンターテイナーが一番大きなグルー

プであることは間違いない｡沖縄においてもフィリピン人労働者として最大の

グループはエンターテイナーである｡

注)

l)菊地京子 ｢外国人労働者送り出し国の社会的メカニズム｣ 梶田孝道､伊確谷空士

翁編 r外国人労働者論一現状から理論へJ 弘文堂､1992年､194ページ0

2)M.R.P.パレスカス (角谷多佳子訳) r真の農地改革をめざして-フィリピン｣

国際沓院､1995年､40ページ｡

3)M.R.Pノ＼レスカス､前掲番､55ページ｡

このアメリカ的な教育が浸通した結果､フィリピンでは言語も考え方もアメリカナイ

ズされていった｡人々はこの教育によって植民地心理 (アメリカのものならなんでも

好む)が培われていった｡このフィリピン人の語学力については彼らが労働者として

外国に移動する際の直接的な要因であると考えられるため､本稿では沖縄のフィリピ

ン人労働者を事例に第二章と第三章で改めて論じることにする｡
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4)森揮恵子 r現代7ィ.)ビン経済の構造J 勤辛書房､1993年､42ページ.

1946年に成立したフィリピン復興法ではアメリカが6億 2千万 ドルをフィリピンに援

助することになった｡アメリカはこのフィリピン復興法の定めた援助に対する見返 り

というかたちでフィリピン通商法 (通称ベル通商法)をフィリピンに半ば強制的に要

求 した｡

5)M.R.P.パ レスカス､前掲書､65ページ｡

6)森滞恵子､前掲書､14ページ､24ページ｡

7)NatlOnalEconomicandDeveloprnentAuthor】ty,PhLILPPLne SLal乙SILCaL

Yearbooh,Table7.5,Nat]OnalStaLIStlCalCoordltlOnBoard,1982.

フィリピンの非伝統的製造品輸出は､1970年代初頭には総輸出額のなかで10%にも達

していないのに対 し､70年代末には30%､80年代後半には60%を越えるまでになる｡

50年代､60年代のフィリピンの輸出品の内訳は伝統的な一次産品が常に全体の90%以

上を占めており､なかでもココナッツ製品､砂糖といったものが主流であった｡この

ように､フィリピンの輸出構成は大きな変貌を遂げたが､この変化が即､フィリピン

工業全体の輸出指向化の指標を表すものであるならば､この工業化はIMFや世銀の

奨励通 りの変革を遂げたといえる｡

8)TheWorldBank,ThePhl毎)pines･AnAjenda/orAdJuSLme/1LmdGroLuLh,

1984,p.42.

9)M.R.P.パレスカス､前掲書､70ページo

EEl巻松雄 rフィリピンの権威主義体制と民王化j 国際書院､1993年､123-125ベー

ン′o

アメリカを中心とする貸本主義国や世銀､IMFなどからの直接投資や按肋というか

たちでの資本は､国内的には政権の永続化という政治的意図に即 したものであったが､

対外的には外国資本-の依存が高まり､国家の自劉 生をさらに失ってしまう結果を招

いた｡

10)ReneE.OrreneoandRosa】1ndaPlneda-Orreneo,"FlllPlnOWorkerslnJapan

:CaughtlnanUnequalGIobalDIVISIOnOrLaborM,PhLILPPLrLeLabor

ReuLeLL-,Vol.15,No2,July-December1991
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ll)津田 守 ｢フィリピン一宮と貧困の間の存在としてのミドル ･クラス｣

川口 侃 ･石井魔耶子編 r発展途上国の政治経済学j 東京書籍､1987年､211ペ一

二/0

12)フィリピン海外雇用庁によって海外に渡航する労働者に義務づけられた金額は職種や

労働条件､渡航期間などの様々な項目によって違っていた｡ただし､在神米軍基地の

フィリピン人労働者のように､アメリカ軍事基地内での就労においては本国-の送金

は免除された｡

13)M.R.P.Ballescas,FLILPLnOEnLerLaLnerS LnJapan AnInLroductLOn.The

FoundaLLIOnrOrNat10nalistStud】es,Tnc.,QuezonClty,1993.(津田守監訳

rフィリピン女性エンターテイナーの世界｣ 明石書店､1994年､2ページ｡)

14)小鳥一夫 rSERIES地図を読む4 デル･ピラール物語j 批評社､1992年､170

ベーン 0

15)石山永一郎 rブイ.)ピン出稼ぎ労働者 一夢を追いE]本に生きて-j 拓殖書房､

1990年､208ページ｡

第二章 沖縄におけるフィリピン人社会-オール ドカマ一一

ここでは､沖縄の日本復帰以前に来沖 し､その後 も定住 している人〟-オー

ル ドカマ一一について移動 と定着のプロセスを論 じる｡彼 らへの調査は1994年

8月か ら95年10月の 間 に二 つ の在 沖 フ ィ リピ ン人 組 織 (FILCOMRIと

AFRIGAN)のメンバーの中から無作為に40人を抽出 して調査表を用いて行い､

その中からオール ドカマ-の典型的事例 として10人の人物を選定 し (一部彼 ら

のコネクションから追加)､インタビューを行った｡そ して､1996年 に補足の

調査を行っている｡

1 オール ドカマ一第-タイプー移民との関わりの中で-

フィリピンと沖縄の労働力移動の最初の接点は､沖縄からの移民であった｡

彼ら移民の次世代が､戟後基地労働者 として来沖 したケースが少な くないので
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ある｡

沖縄県は毎年多 くの移民を送り出し､人口に対 して移民の数も多かったため､

｢移民県｣としてのイメージが作られてきた｡わが国の移民の開始は1885年で

あるが､沖縄県からの初年度移民は14年遅れて1899年に実施され､初年度の移

民者数は27人､二回目が96人と全国に比べてかなり低いが､三回目には845人

と急激に増えている｡り特に1906年には4670人と初年度移民数の約173倍の数字

を記録 した｡その後､1914年からの三年間に減少傾向が見られる以外は常に順

調な伸びを示 した｡2)

沖縄県出身の移民数の全国比であるが､初年度の1899年において0.1%､二

回目のそれが0.7%を示 し､当時全国的にみてほとんどその重要性はなかった

と考えられるが､第三回の送出では5.8%､4回目では10%を越えるようにな

り､それ以降の年次別推移でも概 して10%以上を維持していた.3)また､武見

芳二は1925年の移民統計を分析 した結果､沖縄県では住民一万人に対 して429

人もの移民を送 り出し､二位以下県を大きく上まわっていることを指摘 して

いる.1)

戦前の沖縄県出身移民の渡航先として最も多かったのがハワイであり､二番

目にフィリピン､3位以下にブラジル､ペルー､アルゼンチンといった南米諸

国が並んでいる｡5) ハワイや南米諸国では戟前と戟後で特に大 きな変化は見ら

れず､二世以下の世代の日系人の現地定着率も高い｡しかし､フィリピンの場

合は移民の送出が戦前に集中していることと二世以下の日系人の存在が現地で

ほとんど報告されなかったという点において性格を異にする｡6)

フィリピンへの移民は1901年から工事が始まっていたルソン島北部のベンゲッ

ト道路建設に代表されるように､アメリカ政府がその植民地開発のために雇っ

た単純肉体労働者に始まった｡7)沖縄県から1904年にフィリピンに渡った360人

もこの工事の労働者であり､この移民に尽力 したのが金武町出身の当山久三と

大域孝蔵であった｡指)しかし､この ｢ベンゲット移民｣は賃金が高いわりに定

着性がなく､苦情が多かったので雇用者であるアメリカ植民政府にも移民者側

にも評判が良くなかった｡そのため､1905年に工事が完成すると移民の渡航は
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激減 し､ほとんどの放任移民はベンゲット州から新たな雇J¶機会を求めて各地

へと分散 し､農業労働者､鉄道 仁美､大上等へ転職 した｡

農業労働者となった者の多 くはミンダナオ島ダパオで小規模なアバカの栽培

を始めた｡1907年に太田興業株式会社が､1914年に古川柘植株式会社が設立さ

れ､本格的にアハカ栽培に乗 り出し､第一次世界大戦特需によるアバカ ･ブー

ムを経て､その好況は第 2次IL上界大戦問我まで続いた｡第 1次世界大我後､麻

価格は急騰 し､戦前の 2倍から3倍の価格で取引され､ダパオのアバカ生産量

はフィリピン全土の半分以上を占めるようになり､その大半は日本人によるも

のであった｡そのため､多 くの日系法人組織､日本人会社が設立された｡沖縄

県からのフィリピン移民者数が堀も多かったのもこの時期である｡沖縄県から

フイT)ピンへの年次別移民者数とその全国比については､ア′くカ栽培が軌道に

乗った1919年あたりから､年度によってばらつきはあるものの沖縄県出身の移

民者数は確実に増えはじめ､1923年以降は全体の40%から60%台を維持 して

いる｡ダパオにこのように沖縄県出身者が多かった理由は､大田興業の副社長

として活躍 した大城孝蔵が同村人や同県人の入国や就職を熱心に斡旋 したため

であると思われる｡9)

ダパオでの日本人のなかで､沖縄県人の現地定着率は非常に高かった｡まず､

先に述べた当山や大城といったリーダー的役割の存在が県出身者の結束を固め

たことである｡当山は沖縄とフィリピンの両サイ ドで移民取抜事務をなし､大

城は初期移民の引率者として現地で活躍するなど役割分担が明確であった｡さ

らに両者は労働者階級だけでなく､金武村の助役､書記､医者といったインテ

リ層も移民させ､現地での統制を取るよう指示 している｡

もう一つは､ダパオの日本人社会のなかで､沖縄県出身者は他府県出身者人

と区別され､常にその底辺に位置 していたことである｡つまり､沖縄県人は他

の日本人より低 く見られていたことで県人同士の結束を固め､日本人社会より

も現地のフィリピン人社会の方に近づいていった｡また､日本人はフィリピン

人に対 して自分たちを ｢ハツボン｣､沖縄人を ｢オー トロハツボン｣ と呼ぶ よ

うに命じた｡ミンダナオの言葉で ｢ハツボン｣は日本人､｢オー トロ｣ は特別
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という意味である｡日本人と沖縄県人を区別させるための差別的用語であった

が､フィリピン人の方ではネガティブな意味ではなく､むしろ ｢特別に良い｣

日本人という親近感をもった意味に解釈され､沖縄県人と現地の人々との関係

は親密であった｡そのため､現地の女性と結婚 した沖縄男性も多く定着率も高

かった｡"り

日本人とフィリピン人との婚姻に関する本格的な調査は1910年のものである｡

このときすでに､ダパオで26人､バギオで13人の日本人男性がフィリピン女性

と結線関係にあった｡1939年のフィリピン国勢調査では､874人のフィリピン

女性が日本人男性と結婚 し､彼らの子供たちとして2358人が記録された｡Il)し

かし､現実にはこの数字を上まわる内縁関係があったはずである｡日本人とフィ

リピン人の間に生まれた子供たちは､フィリピンに対 して優越意識をもつ日本

社会に常に耐えて暮らさなければならなかった｡

彼らをさらに不幸にしたのは､第2次世界大戦の開戦であった｡政争によっ

て日本人の父親を戦死あるいは戟後の強制送還によって失った｡父親の送還に

伴って日本に渡った子供たちは非常に少なかったといわれている｡戦後のフィ

リピンでは､戦時中の日本軍による集団虐殺や暴行事件などの残虐行為の影響

で反日感情がとても強かった｡このような日系孤児は日本人の血が流れている

ことで実に様々な差別や虐待を受けた｡そのため､日系人であることを隠すた

めに名前を変えたり外国に渡ったりした者も存在 した｡先に述べたように､ハ

ワイや南米諸国では日系移民の二世三世といった世代が定着しているのに対し､

フィリピンにおいてそのような日系コミュニティが残されていないのはこのよ

うな戦後の反日感情によるものと考えられる｡

日系二世戦争孤児のなかで最も多かったされるのが沖縄出身者の子供たちで

あった｡彼らにとって母の国フィリピンで生きていくことも父の故郷沖縄へ渡

ることも同じように困難であった｡戦禍をまともに受けた彼らに日本人である

ことを証明するものは何も残っていなかったため､日本に入国する資格は得ら

れなかったのである｡

そのような理由から､戦後まもなくアメリカ政府が在神米軍基地の雇用者を
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フィリピンで募集した時に真先に応募したのが日系孤児であった｡そして､基

地内労働者として一般のフィリピン人労働者に混じって沖縄出身者の孤児が来

沖した｡子疲ら沖縄出身者の子弟でフィリピン国籍を持つ在神米軍基地労働者の

数については明らかになっていないため､彼らの存在はあまり知られていない｡

ここでは､このタイプのオールドカマ-を第-タイプと定義するが､彼らに

とって在神米軍基地で職を得ることは沖縄行きの唯一の手段であり､その目的

は自らのアイデンティティを否定 しなければぼらないフィリピンの生活から脱

出し､沖縄で家族や親戚を捜 し出し､沖縄人として生きていくことにあった｡

しかし､来沖後にそのEI的を達成できた者はとても少なかった.父方の戸籍に

名前が記されていた場合は､一部の者は後に日本国籍を取得することができた｡

沖縄を統治 していた UnltedStatesCivilAdministrationofTheRyukyu

Islands(以下 USCAR)の規定で彼らは非琉球人又は第三国出身者の資格が与

えられ､常に地元出身の基地労働者とは区別されていたので､職場で沖縄人と

してのアイデンティティを発揮する機会は少なかった.12)また､肉親探 しも父

親が既に別の家庭を持っていたりするなどの理由で困難であった場合がほとん

どであった｡つまり､彼らが ｢沖縄人｣として生きていくことへの可能性はと

ても小さかったのである｡

2 オール ドカマ一第二タイプー在沖米軍基地の労働力として-

日本の敗戟がもたらしたアメリカによる沖縄の占領は､沖縄を単エスニック

社会から多エスニック社会へ変えた｡その大きな要因は､在沖米軍基地の外国

人労働者雇用政策であった｡

戦後､米軍基地の駐留において最も急がれたことは､基地内設備の建設 ･整

備であった｡そのために､多くの日本人､地元の沖縄住民が雇用されたが､そ

れ以上に多くのフィリピン人､台湾人､インド人がアメリカ政府に雇用されて

来沖し､主として基地内設備の建設部門に従事 した｡その中でも最も人数が多

かったのがフィリピン人であった｡このタイプのオール ドカマ-を第二タイプ

と定義する｡彼らが軍人や軍属､または民間の労働者として沖縄に続々と移動
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してきたのは､USCAR､すなわち事実上の米軍が沖縄を統治 していた1940年

代後半から50年代前半にかけてであった｡1950年代には少なくとも6千人のフィ

リピン人が沖縄で働いていたol･l)なぜ､外国人労働者がのほとんどをフィリピ

ン人が占める結果となったのだろうか｡

まず､アメリカ側のプル要因であるが､フィリピンでは太平洋戦争中の ｢同

盟国民｣であった影響から､′ト学校時代からアメリカ式の教育が浸透していた

ことで､英語教育がかなり発達していた｡米軍は､外国人労働者を雇用する際

に問題となる言葉の障害をなるべ く小さくするために､フィリピン人のこの語

学力を非常に重要視 し､あらゆる職種でフィリピン人を雇用 していたことであ

る｡例えば､散髪屋や軽食バーの店員といった､英語をうまく話すことの出来

ない沖縄の住民にでも勤まるような職種でさえフィリピン人を多 く採用してい

た｡L4)

二つ目の要因として､米軍がフィリピン人労働者の建設技術や工業機械を扱

う知識を非常に高く評価 していたことがあげられる｡実際に､オールドカマ一

に対して行ったインタビュー調査のなかでも､彼らのほとんどが建設または工

業関係の職種に就いていたことがわかった｡ArnoldG.FISCh,Jrは､当時の

在沖米軍政府のフィリピン人雇用政策についてフィリピン人労働者に支払われ

る給与が沖縄人のそれに比べて､米軍政府からすれば､かなり高 くついて し

まうという欠点をあげながらも､沖縄人を地元で採用 して時間をかけて教育

していくよりも､はるかに簡単で手っ取 り早い労働力輸入であったと論 じてい

る｡15)

次にフィリピン側のプッシュ要因について考えてみたい｡第-章において､

フィリピンが移民又は出稼ぎ労働者という形で外貨に頼らなければならない要

因を労働力移出の背景として考察したが､ここではオール ドカマーの直接の移

動の要因をあげてみたい｡

まず､沖縄行きが自国における生活よりよい生活を手に入れる手段であった

ことである｡戦争直後のフィリピンで安定した仕事の一つが政府関係職であっ

たが､それらの多 くは一部のエリ- ト層によって既に占められていた｡そこで
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フィリピン政府を通じて､アメリカ政府の軍関係職に就けることはエリー ト層

以外の人々にとって非常に魅力のあるものであった｡そのような状況で､彼ら

の沖縄行きをさらに駆 り立てたものはその雇用契約内容にあった｡USCAR文

書によると､米軍側では沖縄でのフィリピン人雇用を､ある特定の理由で資格

ある琉球人が得られないことが確認された場合､琉球人を訓練するために相応

しい技術､資格を持った者が必要と確定される場合の 2つの場合のみ認めてい

た｡16)すなわち､彼らフィリピン人労働者にとって､沖縄の米軍基地での職務

は一定の技術を持った著 しかできないような専門 ･技術職や他の労働者を管理 ･

指導するスーパーバイザーというホワイトカラー職を得ることであった｡

米軍は第2次大戦終了直後から､主にマニラにおいて在神米軍基地の労働者

をリクルー トしているが､その際に米軍はフィリピン人労働者に対 して､沖縄

は経済的にも工業技術の面でも遅れをとっているので､沖縄に行けばフィリピ

ンよりも上の職種に就けるといったことを強調 した｡例えば BillFloloresは

戦後すぐに来沖した､典型的なフィリピン人労働者の一人であるが､彼は ｢沖

縄行きを決めたのは､米軍のリクルーターが沖縄ではいい仕事に就けて稼げる

と説明したからだった｣と語っている｡17)

二つめの要因は､第-の要因にも関連するが､沖縄での基地労働の賃金がフィ

リピンにおける相場よりもかなり高かったことである｡当時､沖縄ではマニラ

の賃金相場の2倍から3倍が稼ぐことができたという｡川)また､フィリピン人

の賃金と地元の沖縄住民のそれを比較 してみると､いかに､フィリピン人労働

者の所得が高かったかが明らかになる｡工事現場､荷物運搬､基地内の清掃と

いった肉体労働や単純労働は地元住民によって､ある程度の知識を要する頭脳

労働はフィリピン人によって占められ､ホワイトカラーとブルーカラーのクラ

ス分けが出来てしまったことから､両者は労働賃金の面でも大きな格差を生み､

一時間当たりの平均給与はフィリピン人で196円80銭から48円､地元労働者で

25円から9円50銭というものであった｡-9)1953年に単身で来押 し､嘉手納基地

に電気技師として配属されたA氏の赴任当初の一カ月の給与は300ドル弱であっ

た｡当時､フィリピンの家族の元に送金 して､毎週末にどんなに派手に遊び歩
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いても､いくらか残ったという｡

三つめの要因として､沖縄への移動が簡単であったことが指摘できる｡フィ

リピンと沖縄は地理的に近いこともあるが､オール ドカマ-のほとんどが軍用

機を利用し､しかも無料で移動 していたことが大きな要因となっている｡さら

に､オール ドカマ-の移動を容易にした要因として､沖縄入城管理制度があげ

られる｡当時の沖縄への入城許可は米軍政府によって管理されていた為､米軍

の軍令､旅行命令書があれば簡単に入城できたのである｡

3 オール ドカマーの多様化とネットワークの形成

オール ドカマ-はそのほとんどが男性であり､来沖時は単身移動であった｡

そして､彼らの職種はエンジニア､設計士､電気技師また基地内店舗のマネー

ジャーというもので､いづれにしても彼らのほとんどがホワイトカラーであっ

た｡一方､工事現場､荷物運搬､基地内の清掃といった肉体労働や単純労働は

地元の沖縄住民によって占められていた｡このため､フィリピン人は社会的地

位や給与､生活状況等のすべての面において､一般の沖純住民よりはるかに良

く､裕福な暮らしぶりであった｡多くの沖縄女性がフィリピン人男性と結婚ま

たは内縁関係にあった背景には､このような経済状況があった｡フィリピン人

と結婚 した沖縄女性の中にはフィリピン-渡った者も多 く存在する｡その数は

二､三千人ともいわれる.20)マニラには､東南アジアで唯一の ｢沖縄県人会｣

があり､一世の会員は約110名になるが､このうちに男性はわずかに5､6人

を数えるだけで､残 りの女性は戦後､基地関係労働者として沖縄にやって来た

フィリピン人と結婚 し､彼らが引き上げる際に夫と一緒に来比 したというケー

スがその9割以上を占める.21)マニラ沖縄県人会によると､夫に付き添ってフィ

リピンに渡った女性たちはマニラ近郊だけで千人以上存在するということだが､

このような女性の多 くはフィリピン国籍を取得している｡

沖縄女性と結婚 したオール ドカマ一には､帰国せずに沖縄に定住 している者

も多い｡そのほとんどが今も在沖米軍基地と何らかの関係をもっており軍属と

して就労 している｡その場合､現在のアメリカ軍の軍規が米国籍取得者以外の
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者に軍属としての資格を認めていないため､彼らは国籍をもともとのフィリピ

ンから米国に変更しているOオール ドカマ一第-パターンの中には日本国籍を

もっている者も若干みられる｡

オール ドカマ-のなかでフィリピン人女性と結婚 した者もいた｡来沖時に既

に既婚者であった者がしばらく経ってから家族をフィリピンから呼び寄せたパ

ターンと､何らかの方法でフィリピンから女性を呼んで結婚 したパターンとが

ある｡このようなフィリピン人女性の多 くは､夫と同じように米軍基地で職に

就いている｡フィリピン人男性労働者は､先にも述べたようなホワイトカラー

であったが､女性の場合はメイドや工員といったような職で､男性はどステー

タスの高いものではなかった｡1940年代後半になると､在神米軍基地ではホワ

イトカラーの男性だけに限らず､メイドや洗濯婦といった女性労働者も見られ

るようになるなど､沖縄のフィリピン人労働者の形態は多様化 した｡

皮肉にも､このようなフィリピン人労働者の多様化が進むなかで､米軍サイ

ドではフィリピン人労働者の削減案を既に試験的に始めていた｡フィリピン人

はホワイトカラーが多く､彼らに支払われる給与は地元の沖縄住民のそれをは

るかに上回るものであった｡そこで､米国政府はフィリピン人の雇用を減らし､

その分を地元住民を雇用することを計画した｡彼らにフィリピン人労働者の代

理が可能ならば､フィリピン人の給与として支払われていた多額の出費を抑え

ることが出来るだけでなく抑えた分で必要な消費財を購入することが可能とな

るという米国にとっての二つの利点が強調された｡1948年には､在沖米軍の様々

な部門でフィリピン人労働者の後任を勤めさせるために地元の労働者の トレー

ニングが非常にゆっくりではあったが開始された｡実際に､1949年3月にはマッ

カーサー元帥の指揮で､地元の労働者を訓練するためのプロジェクトが進めら

れた.lntensiveProgramsと称されたこの計画は当初の予定では6か月後に

デッドラインが設けられた｡2216カ月後にマッカーサーは､この訓練の進行状

況が遅いことを指摘 しながらも､確実に地元の労働者の職業的な能力が上がっ

ていると評価 した｡

そしてUSCARは1955年に10年計画による在沖フィリピン人労働者削減政策
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を発表した｡米軍はこの方針について､沖縄住民に対するアメリカ式の教育が

浸透し､語学的に優秀な人材が増えたことでフィリピン人労働者を雇用する意

味がなくなりつつあることを説明した｡以降､フィリピン人の労働条件は次第

に悪 くなり､1958年には､昇給をス トップされた｡当時の状況についてBil1

Floresは ｢アメリカ人の給料も地元労働者の給料 も毎年 きちんと上がってい

くのに､フィリピン人だけは賃金が凍結されたままだった｡当時は沖縄の経済

状況も次第に良くなってきて､物価も高くなりつつあったから､生活も苦しく

なってしまった｡｣と説明している｡

このような状況のなかで､1963年には､軍属､米国民政府の請負業者等の労

働者よって ｢在神米国政府フィリピン人雇用者協会｣が結成された｡")結成当

初は主に賃金の値上げを要求するなど労働待遇の改善について運動していたが､

次第に解雇される者が増え､解雇時の退職金問題等を解決するために機能した

ことから､実質的に労働組合としての性格を持つものであった｡在沖米国政府

フィリピン人雇用者協会は実に様々なケースにおいて､米国民政府の人事担当

と戦ったといわれる｡例えば､給与が上がらないことで生活が苦 しくなること

を主張し､子弟教育の費用や家賃を補助 してもらった者もいた｡

フィリピン人労働者の運動にもかかわらず､1965年にUSCARはフィリピン

人労働者の全面解雇という方針に踏み切った.一部の例外として､専門職に就

いていた者や重要なポス トにあった者については解雇を逃れることができたが､

多 くの者がフィリピンに帰Elせざるを得ない状況に追い込まれた.この中には

沖純の女性と結婚 していたフィリピン人労働者も含まれていた｡彼女たちもま

た夫に付き添ってフィリピンに渡った｡マニラ沖縄県人会の発表ではこのよう

な女性の数が千人以上存在するということから､当時､かなりの数のフィリピ

ン人労働者が解雇され､帰国したことが想像できる.終戦直後の米軍l土浦iによっ

て来沖した6000人ともいわれるフィリピン人労働者は､65年をもって減少傾向

をたどる｡24)

USCARの方針の変更によっても､オールドカマ～第-･タイプのなかでもと

もとの日本国籍を維持 している者については特に支障はなかった｡ 一方､日本

(58)



神経のフィリピン人一定作者としてまた外国人労働者として-(1) 68

国籍からフィリピン国籍に変更 してしまった者やオール ドカマー第二タイプに

ついてはかなりの者が影響を受けて帰国したが､沖縄に何らかの方法で就労を

続けた者も多く､その時点から以下のような沖縄のフィリピン人社会の多様化

がはじまった｡

在神米軍基地においてフィリピン人が就労 していくことが難 しくなってくる

と､彼らは今までのホワイトカラーとしての生活を維持 していくために様々な

対応を取った｡事実上の労働組合である在神米国政府フィリピン人雇用者協会

を結成し､労働待遇の見直しを要求 した者については先述 したが､一方で､ア

メリカ国籍を取得してアメリカ人の軍人 ･軍属または､米国政府の請負業者と

して働き始めることでフィリピン人労働者であるがゆえの賃金の凍結や解雇と

いった間塩を解決する者もでてきた｡さらに､完全に米国政府から解雇された

場合には､沖縄に残るために様々な方法を取った｡例えば､建設関係等のエン

ジニア職に就いていた者はその知識と経験を生かして､地元の基地建設業者に

再就職したり､語学力を生かして基地関係職の翻訳業社をはじめたりするなど､

いづれも米軍基地経済に関係 した形態をとった｡

この頃になると､オール ドカマ一には次世代が誕生 している｡子供たちは､

父親の国であるフィリピンの国籍を持つ場合や母親のそれである日本国籍であっ

たり､さらに父親が既に米国籍を持っている場合においては､その子供たちも

ほとんどが米国籍を持っている｡

現在の在沖フィリピン人社会は一世であるオール ドカマ-と彼らの二世､三

世､さらに､次章で論 じる若いフィリピン女性によって構成される｡一世につ

いては､1965年のフィリピン人労働者解雇政策の後も､帰国せずに沖縄に残っ

た者がほとんどである｡第-のタイプの中の幾人かが日本国籍を維持 している

他は､ほとんどが米国籍を持っているといっても過言ではない.一世の年齢範

囲は60代後半から80代前半にかけてである｡二世については､沖縄に残った一

世の子供たちと､フィリピンに帰国したオールドカマーの次世代が沖縄にUター

ンしてきているという二つのタイプに分かれる｡さらに興味深いのは､後者の

ほとんどが沖縄出身の母を持つ者で､それを手掛かりにUターン後に日本に帰
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化しておきながらも､ホスト社会である沖縄に同化するというよりも､フィリ

ピン人としてのアイデンティティをより強く主張 して生活している点である｡

このような二世の多くは日本国籍で基地内労働者として働いている｡また二世

は在沖のフィリピン人社会でその活動の中心を担い､三世の教育には公立学校

ではなく､私立のインターナショナルスクールに通わせたり､三世の子供たち

を対象にフィリピンのダンスなどを教える文化教室を開いたりしている｡

在沖フィリピン人のほとんどがカ トリック系のクリスチャンであることから､

彼らは週末にカトリック系の教会に通う｡特に､宜野湾市在の其栄原カトリッ

ク教会では信徒のほとんどがオール ドカマーやその次世代であり､ミサも英語

やタガログ語で進められる｡ミサ終了後は各自が持ち寄ったフィリピン料理で

昼食を取 りながら､近況を報告 しあう｡このように教会が交流の場として､ア

イデンティティ確認の場として権能しているのである｡同じようにフィリピン

料理レス トランやフィリピン映画のビデオショ ップ等も米軍基地周辺によく見

られる｡

在沖フィリピン人の二大組織として､FILCOMRIとAFILJANがあげられ

る｡前者はTHEFILIPINOCOMMUNITYINRYUKYU-ISLANDSの略で､

オールドカマ-の特に第二タイプの一世から三世とその家族や又､ごく少数の

在沖米軍の軍属や軍人と結婚 した若いフィリピンの女性によって構成される｡

後者のASSOCIATIONOFFILIPINO-JAPANESENATIONALS(日本国籍

7イT)ピン人協会)はもともと日本国籍を持っていたオール ドカマtの第-タ

イプによって設立され現在は彼らの他にフィリピンからUターンして､日本に

帰化した二世とその家族も多く所属する｡近年の傾向としては､日本人男性と

結婚 した若いフィリピン女性が見られる｡いづれの組織にしても､フィリピン

の独立記念日を始めとするフィリピンの祝日には大きなパーティーを開いて会

員の交流を深めたり､フィリピン祭 りを開催 して次世代にその文化を継承する

のに努めるなど､様々な企画を通して､彼らの集団がフィリピンの言語､生活

様式､宗教などのエスニックな特徴を常に認識し､自らのエスニック･アイデ

ンティティーを意識させる働きをしているのである｡ (以下次号)
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資 料

オール ドカマ-の第一タイプの典型例として

ケース 1･Tさん 62歳 ダパオ生まれ､マニラ出身｡

国籍 ･以前はフィリピンと日本の二重国籍だったが､現在は日本国籍をもつ｡

来沖の背景 :父親は金武町の出身で大正13年にダパオのテガ ト耕地に渡ったと

聞いている｡母はダパオの出身であった｡自分は長男で､他に妹

と弟がいた｡開我と同時に父は日本軍に徴収された｡1945年 4月

に米軍がダパオに上陸 し､母と兄弟で山中に避難 しようとした際

に米軍の射撃を受けて､母と妹が亡 くなった｡戦後､対日ゲリラ

に襲われる危険があったが､偶然知 り合いになった中国人に助け

られた｡戟後､しばらくしてから､沖縄の知人に頼んで戸籍謄本

の写 しを取 り寄せようとした時に､父が沖縄に戻っていて沖縄の

女性と結婚 していたことがわかった｡長男である自分は戸籍に載っ

ていたが､弟は戸籍に入っていなかった｡その後､父に弟を戸籍

に入れるように頼んだが､継母がそれを拒んだために､弟は日本

に帰化できなかった｡

1952年にフィリピンでの知人を通 じて､基地関係の建設業務を担

当する会社に就職 し､来沖 した｡その 2年後に同じように基地内

で働 くエンジニアの仕事を弟に紹介 して沖縄に呼んだ｡

現在の生活 :現在は基地内の電気工事を請け負う会社のマネージャーをしてい

る｡弟は1960年にアメリカ国籍を取得 し､ハワイに渡った｡1958

年に父が亡 くなってからは､継母と異母兄弟との交流もほとんど

なくなった｡在沖フィリピン人組織には属 していないが､仕事上､

フィリピン人と一緒にいることが多いので､FILCOMRIのパー

ティにはよく呼ばれる｡

オール ドカマ-の第二のタイプの典型例として

(61)



65 琉大法学 第57号 (1996)

ケース2:BlllFlore83歳 マニラ出身

国籍 ･1947年の来沖時はフィリピン国籍だったが､1959年にアメリカ国籍を取得｡

来沖の時期 ･1947年

来沖の背景 :戦前はいい仕事に就 くことができず､大型船の乗組員をして､家

族の生活を支えていた｡一年の半分以上を海上で過ごしていた｡

海上の生活は比較的に暇だったので､いつも船舶のエンジンにつ

いて勉強 していた｡その知識が買われて､1946年にアメリカ陸軍

の ArmyTransportationCorpsにエンジニアとして雇われた｡

その後､6か月の滞在契約で来沖した｡沖縄での任務は停泊中の

船舶の機械部分の管理とエンジンの管理方法を沖縄人労働者に教

えることだった｡6か月後にはフィリピンに帰る予定だったが､

給料がかなり良かったことと､このまま米軍の労働者として働け

ば､アメリカのグリーンカー ドが簡単に取れるということを聞い

たので､滞在を延ばした｡フィリピン人労働者であることを理由

に給料が下がったので､1958年から一年間アメリカで暮らし､国

籍を取った｡一緒に来沖 した仲間にはフィリピンに妻子を残 し､

沖縄女性 と結婚 して日本国籍をとった者もいるが､米軍でずっと

働 くためには米国籍が有利だと思う｡現在は､普天間基地の輸送

部隊で土木技師として任務 している｡

フィリピン人は年上の人を大切にしてくれる｡ほとんど毎日､フィ

リピン人の友人が昼食に誘ってくれる｡FILCOMRIに所属 して

いるのでフィリピン人組織の会合には積極的に参加する0

オール ドカマ-の第二タイプの二世の典型例として

ケース3:Mさん 35歳 沖縄生まれ､マニラ出身

国籍 :元々はフィリピン国籍で､現在は日本国籍をもつ｡

来沖の背景 二父親はフィリピン人でルソン島アンへレス市の出身｡戦後､父親

はアンへレスの米軍空軍基地で米軍人用住宅に設置するための家
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電修理技師として働いていた｡当時､このような在比米軍内では

フィリピン人労働者に沖縄行 きのリクルー ト活動が盛んにされて

いた｡父も上司やポスターから沖縄に行けば給料が高いことを知

り､1952年に米政府の請負業者の雇用人として来沖 した｡沖縄で

は嘉手納基地で同じ職種に就いたが､自分で家電製品を修理する

のではなく､地元の基地雇用者に指導をする立場にあるスーパー

バイザーであった｡1955年に北谷町出身の沖縄女性と結婚 し､沖

縄市の外人住宅を購入 した｡当時､かなり裕福な方だった｡父親

の仕事柄､アメリカ製の家電製品がほとんど揃っていたので近所

でも有名であった｡特にテレビは近所に一台 しかなく多 くの人が

見に来ていた｡1966年に父が解雇されたので､家族全貞フィリピ

ンに渡った｡教育はすべてフィリピンの公立学校に通った｡フィ

リピンの大学で経済学を専攻 し､マニラの大手銀行に就職 した｡

1986年に沖縄県の外国人研修生として来沖した｡その際に同じく

二世である夫と知 り合い結婚､1992年に日本に帰化 した｡

現在の生活 .現在は主婦として､沖縄市に暮らしている｡夫も同

じくフィリピン人基地労働者の父と沖縄人の母を持ち､日本国籍

である｡現在は嘉手納基地の食品販売センターで働いている｡夫

妻はAFILJANとFILCOMRIの両方に所属 し､夫はその活動で

は役員を勤めるなど､リーダー的な存在である｡子供はインター

ナショナルスクールに通ってお り､日本式の教育は受けていない｡

オールドカマ-の第二タイプの二世の典型例として

ケース4･Nさん 40歳

国籍 元々はフィリピン国籍で､現在は日本国籍をもつ｡

来沖の背景 :父親はマニラ出身のフィリピン人で､戦後すぐにフィリピン ･ス

カウ トのメンバーとして来沖した｡同部隊が解体されてからは空

調設備の技師として米軍政府の請負業者の社員と一緒に働いた｡
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1953年に沖縄の女性 と結婚 したが､1959年に解雇されてフィリピ

ンに帰国 した｡高校までフィリピンで育ったが､その後母の帰国

に伴って沖縄に戻ってきた｡その時に日本に帰化 し母親の姓を名

乗るようになった｡沖縄では母の親戚の手伝いとして自動車工場

で働いていたが､現在は基地内でで働いている｡給料は日本政府

から貰っているので､日本の公務員並みの額だと聞いているので､

他のフィリピン人労働者から羨ましがられる｡

現在の生活 二1980年にフィリピン人女性 と結婚 した｡現在は二人の子供のうち､

男には日本の教育を受けさせているが､長女はインターナショナ

ルスクールに通わせている｡家庭では英語で しか話 さない｡

AFILJANとFILCOMRIの両方に所属 しているが､前者のほう

では役員 も勤めて積極的に活動する｡カソリック教徒であるので､

毎は教会に通ってお り､そこでのフィリピン人グループの集まり

にも参加 している｡沖縄では経済的に困ることがないから暮らし

ているが､夫婦共に日本語がわからないので､ゴミの出し方等の

普段の生活に困ることも多い｡
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